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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、エネルギー消費が少なく、高効率で低圧力損失であるエアフィ
ルタ用濾材を提供することである。
【解決手段】本発明にガラス繊維を主体とするエアフィルタ用濾材であり、前記ガラス繊
維がチョップドストランドガラス繊維と、極細ガラス繊維を含有しており、かつ、前記エ
アフィルタ用濾材の繊維径分布において、１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲の
累積頻度が２～１５％であることを特徴とするエアフィルタ用濾材に関する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガラス繊維を主体とするエアフィルタ用濾材であり、前記ガラス繊維がチョップドスト
ランドガラス繊維及び極細ガラス繊維を含有しており、かつ、前記エアフィルタ用濾材の
繊維径分布において、１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲の累積頻度が２～１５
％であることを特徴とする前記エアフィルタ用濾材。
【請求項２】
　対象粒子径０．３μｍ、面風速５．３ｃｍ／ｓｅｃにおける、数１の式により示される
ＰＦ値が１３．５以上であることを特徴とする、請求項１に記載のエアフィルタ用濾材。
【数１】

【請求項３】
　請求項１または２に記載のエアフィルタ用濾材の製造方法であって、全ガラス繊維に対
して５０～９０質量％の極細ガラス繊維および１０～５０質量％のチョップドストランド
ガラス繊維を含むガラス繊維を原材料として使用することを特徴とする、前記エアフィル
タ用濾材の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は空気中の不純物を濾過するために使用される除塵エアフィルタ用濾材に関し、
より詳細には、塵埃などの捕集性能に優れており、かつ、低圧力損失であるエアフィルタ
用濾材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、生活環境の変化や個人レベルでの室内環境に対する関心の高まりと共に、オフィ
スや居住空間の空気の清浄化が求められている。空気中の浮遊塵を除去する方法として、
除塵フィルタを用いる方法が一般的であり、種々の除塵エアフィルタ用濾材が存在してい
る。それらは大きいものではビルや工場などのシステム空調に使用され、小さいものでは
空気清浄機やエアコンなどで広く使用されており、それに伴いよりエネルギー消費の少な
い高効率かつ低圧力損失である高フィルタ性能を有するエアフィルタ用濾材が求められて
いる。
【０００３】
　エアフィルタ用濾材としてはその対象とする粒子径や除塵効率の違いにより粗塵用フィ
ルタ、中性能フィルタ、ＨＥＰＡフィルタ、ＵＬＰＡフィルタなどに大別される。これら
エアフィルタの多くは不織布状、織布状、マット状などの繊維層エアフィルタ用濾材が使
用され、特に、中性能フィルタ、ＨＥＰＡフィルタ、ＵＬＰＡフィルタには不織布状のガ
ラス繊維製エアフィルタ用濾材が広く用いられている。
【０００４】
　エアフィルタ用濾材の製造方法としては、短繊維であるガラス繊維や有機繊維を湿式抄
紙方法においてシート化した後、バインダー及び撥水剤を付与することによってエアフィ
ルタ用濾材を得る方法や、溶融繊維を用いたメルトブローン法に代表される乾式方法など
がある。一般的にガラス繊維は湿式抄紙法によりシート化され、濾材として形成される。
【０００５】
　ガラス繊維を用いたエアフィルタ用濾材は、ガラス繊維特有の剛性の高さと１μｍ以下
の細い繊維径を有する特徴から他の繊維を使用したエアフィルタと比べて、低圧力損失、
高捕集効率とフィルタ性能が高い。しかし、環境負荷への低減とよりクリーンな環境空間
への要求が高くなっており、さらなるエネルギー消費の少ない高効率低圧力損失である高
フィルタ性能を有するエアフィルタ用濾材が求められている。
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【０００６】
　このようなエアフィルタ用濾材として、チョップドストランドガラス繊維を５５質量％
未満、平均繊維径１μｍ未満のガラス繊維が２５質量％未満、平均繊維径１μｍ以上のガ
ラス繊維を４０～９０質量％を配合してなるエアフィルタ用濾材が提案されている（特許
文献１）。
【０００７】
　また、１．０μｍ未満の小繊維径の繊維の平均繊維径が０．１μｍ以上０．８μｍ未満
であり、１．０μｍ以上の大繊維径の繊維の平均繊維径が１．２μｍ以上３．０μｍ未満
であり、前記小繊維径の繊維と大繊維径の繊維の体積比が３０：７０～８０：２０である
主捕集層を有するエアフィルタ用濾材が提案されている（特許文献２参照）。しかしなが
ら、これらのエアフィルタ用濾材はエネルギー効率が十分でなく、捕集効率も十分ではな
く、よりエネルギー消費が少なく、より高効率で低圧力損失であるエアフィルタ用濾材へ
の需要は依然として存在する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特表２０１２－５１８５２７号公報
【特許文献２】特開２０１７－３５６８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、よりエネルギー消費が少なく、高効率で低圧力損失であるエアフィルタ用濾
材を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため鋭意検討した結果、チョップドストランドガラス繊維と、極細
ガラス繊維からなるエアフィルタ濾材であり、前記ガラス繊維の繊維径分布を規定された
エアフィルタ濾材により上記課題を解決できることが判明した。
【００１１】
　すなわち、本発明のエアフィルタ用濾材は、ガラス繊維を主体とするエアフィルタ用濾
材であり、前記ガラス繊維が、チョップドストランドガラス繊維および極細ガラス繊維を
含有しており、前記エアフィルタ用濾材の繊維径分布において、１．５μｍより大きく２
．９μｍ以下の範囲の累積頻度が２～１５％であることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明のエアフィルタ用濾材は、対象粒子径０．３μｍ、面風速５．３ｃｍ／ｓ
ｅｃ（秒）における、数１の式により示されるＰＦ値が１３．５以上であってもよい。本
発明におけるＰＦ値は、０．３μｍ単分散のＰＡＯ（ポリアルファオレフィン）透過率を
測定し、下記の式に基づいて算出する。
【００１３】
【数１】

【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、エネルギー消費が少なく、高効率で低圧力損失であるエアフィルタ用
濾材を提供することが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明のエアフィルタ用濾材には、ガラス繊維として、チョップドストランドガラス繊
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維と、極細ガラス繊維とを含有させる。チョップドストランドガラス繊維とは、紡糸ノズ
ルから引き出された平均繊維径数μｍから数十μｍのガラス短繊維を束にした繊維束を、
１．５ｍｍから２５ｍｍ程度の長さに揃えたガラス繊維をいう。また、極細ガラス繊維と
は、火焔延伸法やロータリー法で製造される平均繊維径６．０μｍ以下のウール状のガラ
ス繊維をいう。チョップドストランドガラス繊維と、極細ガラス繊維とを併用することに
よって粒子捕集に必要な細い繊維と空隙を維持し、また、ユニット加工時に必要な濾材の
剛性を有することができる。チョップドストランドガラス繊維と、極細ガラス繊維との配
合比率は特に限定するものではないが、質量（重量）比率で、チョップドストランドガラ
ス繊維：極細ガラス繊維＝１０：９０～５０：５０とすることが好ましい。チョプドスト
ランドガラス繊維の質量比が５０より多くなると繊維どうしの絡みが少なくなるため強度
の低下を起こしやすくなる。例えば、全ガラス繊維に対して、極細ガラス繊維を５０～９
０質量％、好ましくは、５０～８０質量％含み、チョップドストランドガラス繊維を１０
～５０質量％、好ましくは２０～５０質量％含むガラス繊維を原材料のガラス繊維として
使用することが好ましい。
【００１６】
　ガラス繊維の種類としては、特に限定はしないがボロンを嫌う半導体工場用途などでは
ボロン含有量の少ないローボロンガラス繊維使用しても差し支えない。
【００１７】
　本発明のエアフィルタ用濾材には、ガラス繊維以外の副資材を含有させることができる
。このような副資材としては、天然繊維や合成樹脂からなるバインダー繊維がある。また
、合成樹脂を含有させてもよい。特に、濾材への強度付与のために、バインダー繊維や非
繊維状の合成樹脂バインダーを含有させることが好ましい。バインダー繊維とは、例えば
、ポリエチレン繊維、変性ポリエステル繊維、芯鞘合成繊維、ポリビニルアルコール繊維
などであり、これらを単独又は２種以上併用できる。バインダー繊維の含有量は、特に限
定するものではないが、ガラス繊維１００質量部に対して０～２０部とすることが好まし
い。また、非繊維状の合成樹脂バインダーとしては、例えば、アクリル系ラテックス、Ｎ
ＢＲ系ラテックス、酢ビ系ラテックス、オレフィン系ラテックス、ポリビニルアルコール
系ラテックスであり、単独又は２種類以上を併用できる。合成樹脂バインダーの含有量は
、特に限定するものではないが、ガラス繊維１００質量部に対して２～１０部とすること
が好ましい。本発明で使用される非繊維状のバインダー樹脂は、ガラス繊維同士を接着し
、強度を付与することのできるポリマーから選択されればよく、水又は有機溶媒に溶解又
は分散された状態で、ガラス繊維に付与されても良い。また、製造工程において、ガラス
繊維を離解させる際に混合してもよい。または、合成樹脂バインダーは、濾材（湿紙シー
ト）に対して塗布や噴霧することで付与することができる。また、必要に応じて、十分な
強度が得られる範囲内で、耐水化剤、界面活性剤、消泡剤、ｐＨ調整剤等の薬剤を添加す
ることができる。
【００１８】
　本発明のエアフィルタ用濾材には、更に、撥水剤を含有させてもよい。撥水剤としては
、特に限定するものではないが、例えば、シリコン系、フッ素系、パラフィンワックス系
などの撥水剤が挙げられる。
【００１９】
　本発明のエアフィルタ用濾材の製造方法は、特に限定するものではないが、ガラス繊維
を水中に分散したスラリーを用いて湿式抄紙法によりシート化し、乾燥させることで得る
ことができる。湿式抄紙法に用いる抄紙機は、特に限定するものではなく、長網式抄紙機
、短網式抄紙機、円網式抄紙機、傾斜ワイヤ式抄紙機、ギャップフォーマ、デルタフォー
マを用いることができる。乾燥方法についても特に限定するものではなく、熱風方式、赤
外線方式、ヤンキードライヤーや多筒式ドライヤーなど様々な方法が利用できる。
【００２０】
　本発明のエアフィルタ用濾材は、ガラス繊維の繊維径分布において、１．５μｍ～２．
９μｍの範囲内での累積頻度が２～１５％である。より好ましくは３～１２％である。こ
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こでエアフィルタ用濾材の繊維径分布とは、エアフィルタ用濾材において、抄紙流れ方向
（以降ＭＤ方向と表記する）に対して垂直方向（以下ＣＤ方向と表記する）に切断した際
の濾材断面から算出した繊維径についての個数基準での頻度分布いう。
【００２１】
　エアフィルタ用濾材の繊維径分布の測定方法としては、ＣＤ方向に切断した濾材断面の
電子顕微鏡写真等を用いて計測を行う。その時の倍率については特に限定はしないが、３
０００倍以上が望ましく、また、エアフィルタ用濾材に使用されている全繊維の繊維径が
同じ倍率で計測できることが望ましい。
【００２２】
　上記濾材断面から確認できるガラス繊維の断面が楕円の場合はその短径を繊維径とする
。上記濾材断面の厚さ方向は濾材表面から濾材裏面までの全濾材厚さの電子顕微鏡写真を
撮影し、そのときの繊維径（Ｄｉ）を測定する。また、全測定繊維径数は４００以上とす
る。全測定繊維径が４００未満の場合は、さらに一列全濾材厚さの電子顕微鏡写真を撮影
し繊維径を測定する。上記方法により計測した繊維径を０．１μｍから階級を０．２μｍ
刻みとして各繊維径の本数（Ｎｉ）を算出し以下の計算方法により繊維径分布率を算出す
る。
繊維径：Ｄｉ（μｍ）
繊維本数：Ｎｉ（本）
【００２３】
【数２】

【００２４】
　上記計算方法による繊維径分布において１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲の
累積頻度が２～１５％の範囲であるとフィルタ性能の指標であるＰＦ値が向上することが
判明した。理由については定かではないが、繊維径分布における１．５μｍより大きく２
．９μｍ以下の範囲の累積頻度が１５％より大きくなると捕集効率に有効とはならないア
スペクト比が小さい超微細な繊維が濾材中に留まり易くなり、濾材中の空隙を塞ぎ、圧力
損失をだけを高くしてしまうと推定している。また、１．５μｍより大きく２．９μｍ以
下の範囲の累積頻度が２％未満であると捕集効率に有効となる極細ガラス繊維が濾材中へ
の留まり難くなり、捕集効率を下げてしまうと推定する。さらに、好ましくは本発明のエ
アフィルタ用濾材は、対象粒子径０．３μｍ、面風速５．３ｃｍ／ｓｅｃ（秒）における
、数１の式により示されるＰＦ値が１３．５以上、好ましくは１４．０以上であってもよ
い。ＰＦ値が高いほど、同一圧力損失で高捕集効率を示す。
【００２５】

【数３】

【００２６】
　エアフィルタ用濾材の繊維径分布における１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲
の累積頻度を２～１５％の範囲とするためには、原材料として、平均繊維径が１．５～２
．９μｍのガラス繊維の配合率を小さくすることが好ましい。具体的には、原料に使用す
るガラス繊維として、平均繊維径が１．５～２．９μｍのガラス繊維の添加量を、全ガラ
ス繊維のうち１０質量％未満、好ましくは５質量％未満とすることが好ましい。ただし、
本発明のエアフィルタ用濾材は、太径のチョップドストランドガラス繊維と、細径の極細
ガラス繊維との両方を用いるため、特に湿式抄紙では太径のチョップドストランドガラス
繊維に比べて細径の極細ガラス繊維の歩留まりが悪い。そして、配合する極細ガラス繊維
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の歩留りは配合する繊維径と配合率により変化するため、原材料段階での混合比率と、エ
アフィルタ用濾材段階での繊維径分布率とは一致しない。また、極細ガラス繊維は製造方
法由来によりブロードな繊維径分布を持つため、平均繊維径が１．５～２．９μｍのガラ
ス繊維を混合しなくとも１．５～２．９μｍの範囲に含まれる階級の累積頻度が１５％以
上となることもある。また、平均繊維径が１．０μ未満の極細ガラス繊維と平均繊維径が
６．０μｍ以上のチョップドストランドガラス繊維のように極端な繊維径を組み合わせた
場合は１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲の累積頻度が２．０％未満となること
もある。エアフィルタ用濾材のＰＦ値を高くするためにはエアフィルタ用濾材中の繊維径
分布が重要となる。このような特定の繊維径分布を有するエアフィルタ用濾材を得るため
には、上記に加えて、原材料として使用するガラス繊維の平均繊維径を特定のものとすれ
ば良い。例えば、１．５μｍ～２．９μｍの平均繊維径を有するガラス繊維の使用を一定
の範囲に抑えればよい。例えば、１．５μｍ～２．９μｍの平均繊維径を有するガラス繊
維を濾材中において、５～１５質量％、５～１２質量％、さらに、０～１５質量％未満、
０～１２質量％、さらに０～５質量％、０質量％とすることが好ましい。さらに、例えば
、２．９μｍより大きく６．０μｍ以下の平均繊維径を有するガラス繊維を一定量使用す
ればよい。例えば２．９μより大きく６．０μｍ以下の平均繊維径を有するガラス繊維を
濾材中において、２０～７０質量％、さらに、５０～７０質量％とすることが好ましい。
さらに、６．０μｍより大きい平均繊維径を有するガラス繊維を一定量使用すればよい。
例えば、６．０μｍより大きい平均繊維径を有するガラス繊維を濾材中において、２０～
５０質量％とすることが好ましい。さらに、例えば、６．０μｍより大きい平均繊維径を
有するチョップドストランドガラス繊維を濾材中において、２０～４０質量％とすること
が好ましい。また、１．５μｍ未満の平均繊維径を有するガラス繊維を一定量使用すれば
よい。例えば１．５μｍ未満の平均繊維径を有するガラス繊維を濾材中において、３～５
０質量％、さらに、４～３０質量％とすることが好ましい。したがって、本発明のエアフ
ィルタ用濾材の製造方法においては、上記組成を有するガラス繊維を原材料として使用す
ることが好ましい。例えば、本発明のエアフィルタ用濾材の製造方法においては、特定の
平均繊維径を有する少なくとも一種以上のチョップドストランドガラス繊維と特定の平均
繊維径を有する少なくとも一種以上の極細ガラス繊維とを上記に示す割合で配合し、パル
パーにてｐＨ２～４の硫酸などを含む酸性の水を用いて、離解後、抄紙し、手抄装置にて
抄紙し湿紙を得る。その後、次に、例えば、アクリル系ラテックスなどの非繊維状の合成
樹脂バインダー、とフッ素系撥水剤などの撥水剤、アセチレン系界面活性剤などの界面活
性剤を含むバインダー液を用いて湿紙をバインダー液に含浸してエアフィルタ用濾材を作
製すればよい。
【００２７】
　以下に、実施例、比較例によって本発明をさらに詳しく説明する。ただし、本発明はこ
れら実施例により何ら限定されるものではない。
【実施例】
【００２８】
　チョップドストランドガラス繊維と極細ガラス繊維とを表１に示す割合で配合し、パル
パーにてｐＨ３．０の硫酸酸性の水を用いて、濃度０．５質量％で離解後、抄紙し、手抄
装置にて抄紙し湿紙を得た。次に、バインダー液組成がアクリル系ラテックス（商品名：
ボンコートＡＮ－１５５、製造元：大日本インキ化学工業（株））とフッ素系撥水剤（商
品名：ＮＫ－ガードＮ－０７、製造元：日華化学（株））とアセチレン系界面活性剤（商
品名：ダイノール６０４　製造会社：日信化学工業（株））を固形分比１００／２０／２
となる様に混合したバインダー液を用いて湿紙をバインダー液に含浸し、１３０℃のロー
タリードライヤーにて乾燥して各実施例及び比較例のエアフィルタ用濾材を作製した。全
バインダー分の濾材中の含有量が実施例３、９及び１２を除き５．０質量％であり、実施
例３、９及び１２においては６．０質量％であった。なお、チョップドストランドガラス
繊維と極細ガラス繊維との配合割合は、例えば、実施例１であれば、極細ガラス繊維とし
て、平均繊維径が０．５９μｍのものを１１部、平均繊維径が２．３μｍのものを１０部



(7) JP 2019-177331 A 2019.10.17

10

20

30

40

50

、平均繊維径が４．０μｍのものを５４部と、チョップドストランドガラス繊維として平
均繊維径が６．３μｍのものを２５部配合したことを示している。また、実施例３、９及
び１２については、チョップドストランドガラス繊維と極細ガラス繊維とをパルパーで離
解する際に、ＰＶＡバインダー（粒子状）１部を配合した。尚、ＰＶＡバインダーは、エ
アフィルタ用濾材を作製する経過で溶ける（水分を含んだ後、加熱により溶融する）ため
、繊維径分布の算出において、エアフィルタ用濾材を構成する繊維としてはカウントされ
ない。
【００２９】
（試験方法）
（１）圧力損失
有効面積１００ｃｍ２のエアフィルタ用濾材、空気を面風速５．３ｃｍ／ｓｅｃで通風し
た時の差圧を微差圧計で測定した。
【００３０】
（２）ＰＡＯ透過率
ラスキンノズルで発生させた多分散ＰＡＯ（ポリアルファオレフィン）粒子を含む空気を
、有効面積１００ｃｍ２のエアフィルタ用濾材に、面風速５．３ｃｍ／ｓｅｃで通風した
時のＰＡＯの捕集効率を、リオン社製レーザーパーティクルカウンターを使用し測定した
。なお、測定対象粒子径０．３μｍ単分散は粒子径０．２～０．３μｍと０．３～０．４
μｍのＰＡＯ透過率の幾何平均を０．３μｍ単分散の透過率とした。ＰＡＯ捕集効率は、
１００－（ＰＡＯ透過率）の式から求めた。また、上流側のＰＡＯ発生濃度は、０．１μ
ｍ以下で約１×１０９個／ｆｔ３とした。
【００３１】
（３）ＰＦ値
濾紙のフィルタ性能の指標となるＰＦ値は、（１）と（２）の測定に基づき、次式より求
めた。ＰＦ値が高いほど、同一圧力損失で高捕集効率を示す。
【００３２】
【数４】

【００３３】
（濾材における繊維径分布）
　電界放出型走査電子顕微鏡写真よりエアフィルタ用濾材をＣＤ方向に切断した濾材断面
写真から像解析ソフト（Ａ像くん；旭化成エンジニアリング（株））「粒子解析」の手法
を用いて繊維径を測定した。繊維断面の径は短径を繊維径（Ｄｉ）とした。上記方法によ
り計測した繊維径を０．１μｍから階級を０．２μｍ刻みとして各繊維径の本数（Ｎｉ）
を算出し以下の計算方法により繊維径頻度分布率を算出し、表２に示した。（表１中左端
欄、例えば「０．１」の記載は「０．１μｍより大きく０．３μｍ以下」を意味する。「
０．３」以降も同様である。）また、１．５μｍより大きく２．９μｍ以下の範囲の累積
頻度（表２中１．５－２．９累積と示す）を算出し、表２に示した。
繊維径：Ｄｉ（μｍ）
繊維本数：Ｎｉ（本）
【００３４】

【数５】

【００３５】
（ガラス繊維の平均繊維径）
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　電界放出型走査電子顕微鏡写真よりガラス繊維をＣＤ方向に切断した断面写真から像解
析ソフト（Ａ像くん；旭化成エンジニアリング（株））「粒子解析」の手法を用いて原材
料のガラス繊維の平均繊維径を測定した。繊維断面の径は短径を繊維径（Ｄｇｉ）とした
。上記方法により計測した繊維径を以下の計算方法によりガラス繊維の平均繊維径を算出
した。計測する繊維本数（Ｎｇ）は２００本以上とした。
繊維径：Ｄｇｉ（μｍ）
繊維本数：Ｎｇ（本）
【００３６】
【数６】

【００３７】
【表１】

【００３８】
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【表２】

【００３９】
　実施例１～１３と比較例１～４のＰＦ値を比較すると繊維径分布において１．５μｍよ
り大きく２．９μｍ以下の範囲の累積頻度が２～１５％である実施例１～１３ではＰＦ値
が１３．５以上と高い結果であった。それに対し同範囲の累積頻度が１５％より多い比較
例１～３と、同範囲の累積頻度が２％未満である比較例４ではＰＦ値が１２．２～１３．
０と低い結果であった。
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